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「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」
制
度
―
入
門
編
―

税
理
士　

中
谷　

光
之

経税部経税部
だよりだより

　

政
府
は
こ
の
「
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
」
制
度
に
つ
い
て
、
各

個
人
の
所
得
水
準
や
年
金
、

医
療
等
の
受
給
実
態
を
正
確

に
把
握
し
、
効
率
的
な
社
会

保
障
給
付
を
実
現
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
と
し
て
お

り
、
行
政
事
務
の
簡
素
化
、

効
率
化
、
生
活
保
護
の
不
正

　

従
業
員
等
の
扶
養
親
族
等

の
本
人
確
認
は
、
税
務
関

係
、
社
会
保
障
関
係
の
各
制

度
の
各
手
続
に
お
い
て
扶
養

親
族
等
の
個
人
番
号
の
提
供

が
誰
に
義
務
付
け
ら
れ
て
い

る
の
か
に
よ
っ
て
異
な
る
。

①
税
務
関
係
（
例
：
年
末
調

整
）

　

従
業
員
が
、
事
業
主
に
対

し
て
そ
の
扶
養
親
族
の
個
人

番
号
の
提
供
を
行
う
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
た
め
、
従
業
員

は
個
人
番
号
関
係
事
務
実
施

者
と
し
て
、
自
分
の
扶
養
親

族
の
本
人
確
認
を
行
う
こ
と

に
な
る
。
こ
の
場
合
、
事
業

主
が
従
業
員
の
扶
養
親
族
の

本
人
確
認
を
行
う
必
要
は
な

い
。

　

個
人
番
号
が
記
載
さ
れ
た

書
類
等
の
う
ち
所
管
法
令
に

よ
っ
て
一
定
期
間
（
税
↓
７

年
等
）
保
管
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
、

そ
の
期
間
保
管
す
る
こ
と
と

な
る
。

　

所
管
法
令
で
定
め
ら
れ
て

い
る
保
存
期
間
を
経
過
し
た

場
合
は
、
速
や
か
に
個
人
番

号
を
廃
棄
又
は
削
除
し
な
く

て
は
な
ら
な
い
。

た
め
に
、
表
２
に
掲
げ
る
４

つ
の
安
全
管
理
措
置
を
講
じ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

事
業
者
は
、
特
定
個
人
情

報
（
個
人
番
号
を
含
む
個
人

情
報
）
の
適
正
な
取
扱
い
の

　

「
番
号
法
」
に
お
い
て

は
、
特
定
個
人
情
報
（
個
人

番
号
を
そ
の
内
容
に
含
む
個

人
情
報
）
の
適
切
な
取
扱
い

を
確
保
す
る
た
め
、
各
種
の

　

国
民
の
側
か
ら
す
れ
ば
、

政
府
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
で
個

人
財
産
や
所
得
が
全
部
把
握

で
き
る
た
め
、
最
も
重
要
な

財
産
情
報
が
全
部
政
府
に
握

ら
れ
て
し
ま
う
と
い
う
こ
と

で
あ
る
。

　

ま
た
当
該
情
報
に
つ
い
て

は
、
昨
今
の
年
金
機
構
の
個

人
情
報
流
出
事
件
の
よ
う

に
、
個
人
情
報
の
流
出
懸
念

問
題
が
あ
る
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
本

来
、
国
民
主
権
の
我
が
国
に

お
い
て
、
国
家
が
国
民
に
監

視
さ
れ
る
こ
と
は
あ
っ
て

も
、
国
民
が
国
家
に
監
視
さ

れ
る
こ
と
は
あ
っ
て
よ
い
の

だ
ろ
う
か
？

 

（
終
わ
り
）

保
護
措
置
が
設
け
ら
れ
て
お

り
、
取
扱
に
関
す
る
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
が
公
表
さ
れ
て
い

る
。
罰
則
の
規
定
は
表
３
の

と
お
り
。

　

本
年
10
月
か
ら
個
人
番
号

・
法
人
番
号
が
通
知
さ
れ

る
。

個
人
番
号

　

住
民
登
録
の
市
区
町
村
か

ら
12
桁
の
個
人
番
号
が
通
知

さ
れ
る
（
住
民
票
コ
ー
ド
の

11
桁
と
検
査
数
字
１
桁
の
合

計
で
構
成
）。
国
外
に
滞
在

し
、
住
民
票
が
な
い
場
合
は

付
番
さ
れ
な
い
。外
国
籍
で
、

中
長
期
滞
在
者
等
で
住
民
票

が
あ
れ
ば
付
番
さ
れ
る
。

　

具
体
的
に
は
、
10
月
５
日

時
点
で
住
民
票
に
記
載
さ
れ

て
い
る
住
所
に
個
人
番
号
が

指
定
さ
れ
、
そ
れ
以
降
、
市

区
町
村
か
ら
住
民
票
の
住
所

あ
て
に
「
通
知
カ
ー
ド
」
が

簡
易
書
留
で
、
世
帯
分
ま
と

め
て
封
書
で
郵
送
さ
れ
る

　

個
人
番
号
は
、
現
在
の
と

こ
ろ
利
用
範
囲
を
「
社
会
保

障
」「
税
」「
災
害
対
策
」
の

３
分
野
に
限
定
す
る
と
し
、

公
表
し
な
い
。「
番
号
法
」

は
全
体
で
77
条
か
ら
な
る
法

律
で
、
80
％
以
上
が
番
号
保

護
に
関
す
る
条
文
で
、
国
民

の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
権
が
侵
害

さ
れ
な
い
よ
う
利
用
範
囲
を

限
定
し
、
利
用
者
に
厳
格
な

保
護
措
置
を
講
じ
る
こ
と
を

　

行
政
機
関
等
は
、
事
業
者

か
ら
提
出
さ
れ
た
従
業
員
等

の
個
人
番
号
を
利
用
し
て
、

　

事
業
者
は
法
令
に
基
づ
い

て
、
従
業
員
等
の
個
人
番
号

を
書
類
に
記
載
し
て
、
前
記

　

事
業
者
は
、
個
人
番
号
関

係
事
務
を
行
う
場
合
、
原
則

と
し
て
必
ず
本
人
確
認
を
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
番
号

法
16
条
）。

　

本
人
確
認
方
法
は
、
次
の

２
つ
の
確
認
す
べ
き
事
項
が

あ
る
。

①
番
号
確
認

　

個
人
番
号
カ
ー
ド
、
通
知

カ
ー
ド
の
ほ
か
、
個
人
番
号

が
記
載
さ
れ
た
住
民
票
の
写

し
な
ど
で
確
認
す
る
。
な

お
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
（
図

１
）
で
確
認
し
た
場
合
は
、

社
会
保
障
・
税
分
野
の
「
個

人
番
号
利
用
事
務
」
を
行
う

と
し
て
い
る
。

行
政
機
関
等
に
提
出
す
る

「
個
人
番
号
関
係
事
務
」
を

行
う
。

次
の
身
元
確
認
は
不
要
。

②
身
元
確
認

　

通
知
カ
ー
ド
と
共
に
、
運

転
免
許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
、

在
留
カ
ー
ド
、
特
別
永
住
者

証
明
書
、
健
康
保
険
被
保
険

者
証
、
介
護
保
険
被
保
険
者

証
、
年
金
手
帳
等
で
行
う
。

　

本
人
確
認
後
は
確
認
し
た

書
類
を
保
存
す
る
必
要
は
な

く
、
本
人
へ
の
返
却
、
ま
た

は
破
棄
す
る
こ
と
も
可
能
だ

が
、
本
人
確
認
し
た
と
い
う

証
跡
を
残
す
必
要
が
あ
る
。

義
務
付
け
て
い
る
（
た
だ

し
、
現
在
、
国
会
で
審
議
さ

れ
て
い
る
「
改
正
」
法
で

は
、
民
間
利
用
等
に
向
け
た

利
用
拡
大
含
ま
れ
て
い
る
）。

　

一
方
、
法
人
番
号
に
つ
い

て
は
、
利
用
範
囲
に
制
限
が

な
い
。
原
則
と
し
て
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
（
法
人
番
号
の
公

表
サ
イ
ト
）
を
通
じ
て
公
開

さ
れ
る
。

が
、
家
族
内
で
番
号
が
連
番

に
な
る
わ
け
で
は
な
く
、
番

号
に
よ
り
性
別
、
年
齢
、
住

所
な
ど
を
推
測
す
る
こ
と
は

で
き
な
い
。
住
民
票
と
住
所

が
異
な
る
場
所
に
お
住
ま
い

の
方
は
注
意
が
必
要
で
あ

る
。

法
人
番
号

　

国
税
庁
か
ら
、
全
法
人
あ

て
に
書
面
に
よ
り
13
桁
の
法

人
番
号
が
通
知
さ
れ
る
（
１

法
人
に
対
し
て
１
番
号
の
み

の
指
定
で
、
法
人
の
支
店
や

事
業
所
等
に
は
指
定
さ
れ
な

い
）。

　

※
個
人
番
号
は
、
万
が

一
、
漏
え
い
し
て
不
正
に
使

わ
れ
る
恐
れ
が
あ
る
場
合
を

除
い
て
、
一
生
変
更
さ
れ
な

い
の
で
、
注
意
す
る
。

受
給
や
脱
税
の
防
止
効
果
が

期
待
さ
れ
る
と
し
て
い
る
。

　

国
民
の
所
得
や
財
産
を
一

元
的
に
情
報
管
理
で
き
、
そ

れ
を
総
務
省
・
財
務
省
・
厚

労
省
な
ど
が
把
握
で
き
れ

ば
、
そ
の
人
の
資
産
全
体
の

詳
細
な
情
報
の
管
理
も
容
易

で
あ
り
、
税
の
徴
収
も
簡
便

・
公
平
に
な
り
、
社
会
保
障

も
無
駄
を
省
け
る
と
い
う
の

が
政
府
の
導
入
趣
旨
で
あ

る
。

　

２
０
１
３
年
５
月
「
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を

識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
い
わ
ゆ

る
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
」、
以
下
「
番
号
法
」
と
い
う
）」
が

成
立
し
、
来
年
１
月
以
降
、
順
次
利
用
が
開
始
さ
れ
る
。

　

「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」
が
導
入
さ
れ
る
と
、
赤
ち
ゃ
ん
か
ら

お
年
寄
り
ま
で
、
原
則
と
し
て
全
国
民
に
「
個
人
番
号
」
が

付
き
、
行
政
は
こ
の
番
号
キ
ー
に
よ
り
、
納
税
額
や
年
金
・

介
護
の
保
険
料
納
付
状
況
な
ど
の
個
人
デ
ー
タ
を
照
合
す
る

と
い
う
制
度
で
あ
る
。

　

今
回
は
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
」
制
度
に
関
わ
る
情
報
を
、
政

府
広
報
等
か
ら
ま
と
め
て
み
た
。

１
．
導
入
目
的

１
．
導
入
目
的

２
．
番
号
の
通
知

２
．
番
号
の
通
知

３
．
利
用
範
囲
と
番
号
の
公
表

３
．
利
用
範
囲
と
番
号
の
公
表

４４
．「
利
用
団
体
た
る
行
政
機
関
等
」

．「
利
用
団
体
た
る
行
政
機
関
等
」

　　
＝「
個
人
番
号
利
用
事
務
実
施
者
」に
つ
い
て

＝「
個
人
番
号
利
用
事
務
実
施
者
」に
つ
い
て

６
．
特
定
個
人
情
報
保
護
措
置
と

６
．
特
定
個
人
情
報
保
護
措
置
と

　

罰
則

　

罰
則

７
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は

７
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は

　

問
題
が
な
い
の
か
？

　

問
題
が
な
い
の
か
？

５
．「
事
業
者
」
＝
「
個
人
番
号

５
．「
事
業
者
」
＝
「
個
人
番
号

　

関
係
事
務
実
施
者
」
に
つ
い
て

　

関
係
事
務
実
施
者
」
に
つ
い
て

イ
．
個
人
番
号
の
収
集
と
本
人
確
認

ロ
．
従
業
員
等
の
扶
養
親
族
等
か
ら
の
番
号
収
集

ニ
．
個
人
番
号
の
保
管
・
廃
棄
・
削
除

ホ
．
安
全
管
理
措
置

ハ
．
個
人
番
号
未
提
出
者
へ
の
対
応

い
場
合
は
、
提
供
を
求
め
た

経
過
等
を
記
録
、
保
存
し
、

事
業
者
の
義
務
違
反
で
な
い

こ
と
を
明
確
に
し
て
お
く
。

　

書
類
に
個
人
番
号
を
記
載

す
る
こ
と
は
法
令
で
定
め
ら

れ
た
義
務
で
あ
る
こ
と
を
伝

え
て
提
供
を
求
め
る
が
、
そ

れ
で
も
提
供
が
受
け
ら
れ
な

表１

図１　個人番号カード（見本）

カード種類 発行時期 材質等 顔写真 仕様など

通知カード 2015年
10月～ 紙 なし

• 住民登録者全員へ郵送
• 氏名 住所 生年月日 性別 個人
番号を記載

個人番号
カ ー ド

2016年
１月～

プラス
チック あり

• 市区町村への申請が必要
• 表面→氏名 住所 生年月日 性
別 顔写真
• 裏面→個人番号を記載

表２　事業主が講ずべき安全管理措置
管理措置名 ポイント１ ポイント２

① 組織的安全
管理措置

事務取扱者
及び責任者
の明確化

• 事業所内で個人番号を取扱う事務における責任者
及び分担を明確にして、個人番号を適正に取り扱
うための組織としての体制を整備する。
• 特定個人情報を適正に取扱うため、特定個人情報
等の取扱状況、取扱規程の運用状況を確認する手
段を整備する。

② 物的安全管
理措置

特定個人情
報等を取り
扱う区域の
管理

• 特定個人情報の情報漏えい等を防止するための措
置として、特定個人情報等を取扱う事務の実施区
域及び情報システムを管理する区域を区分し、明
確にする。
• 盗難防止、特定個人情報等の持出し時の漏えい等
防止策を講じる。
• 現在の社内のレイアウト等で問題がないかどうか
の検討

③ 技術的安全
管理措置

情報システ
ムの管理等

• 情報システムを利用して個人番号を取り扱う場合
には、適切なアクセス制御を行うようにする
• 情報システムを取扱う事務取扱担当者を限定する
ことが望ましい

④ 人的安全管
理措置

事務取扱担
当者の監督
・教育

• 個人番号を適正に管理するために、事務取扱担当
者の理解が重要
• 新たな制度に対応するための研修の実施と情報の
共有を図る必要性

※ 「中小事業者」には安全管理対策水準がやや緩和されている。なお、「中小事業者」とは、従業員
が100人以下の企業（一定の事業者除く）

表３　「番号法」上の罰則規定
行　為 罰　則

• 個人番号関係事務等に従事する者
等が正当な理由なく特定個人情報
ファイルを提供

４年以下の懲役若しくは200万円以下
の罰金または併科

• 上記の者が、自己若しくは第三者
の不正な利益を図る目的で個人番
号を提供又は盗用
• 情報ネットワークシステムに関す
る秘密の漏えい又は盗用

３年以下の懲役若しくは150万円以下
の罰金または併科

②
年
金
届
出
（
例
：
第
３
号

被
保
険
者
届
出
）

　

国
民
年
金
の
第
３
号
被
保

険
者
の
届
出
は
、
従
業
員
の

配
偶
者（
第
３
号
被
保
険
者
）

本
人
が
事
業
主
に
対
し
て
届

出
を
行
う
必
要
が
あ
る
の

で
、
事
業
主
が
当
該
配
偶
者

の
本
人
確
認
を
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
通
常
は
従
業

員
が
配
偶
者
に
代
わ
っ
て
事

業
主
に
届
出
を
す
る
こ
と
が

想
定
さ
れ
る
が
、
そ
の
場
合

は
、
従
業
員
が
配
偶
者
の
代

理
人
と
し
て
個
人
番
号
を
提

供
す
る
こ
と
と
な
る
の
で
、

事
業
主
は
代
理
人
か
ら
個
人

番
号
の
提
供
を
受
け
る
場
合

の
本
人
確
認
を
行
う
必
要
が

あ
る
。
な
お
、
配
偶
者
か
ら

個
人
番
号
の
提
供
を
受
け
て

本
人
確
認
を
行
う
事
務
を
事

業
主
が
従
業
員
に
委
託
す
る

方
法
も
考
え
ら
れ
る
。

表面 裏面


